
【参考資料２－２】

○厚生労働省 Ｑ＆Ａ【抜粋】

Ｑ１ 喀痰吸引等研修の課程については省令上「第一号研修～第三号研修」が定められてお

り、第一号及び第二号研修はこれまでの試行事業等における「不特定多数の者対象」、

第三号研修は「特定の者対象」の研修に見合うものと考えるが、不特定・特定の判断基

準としては、

○不特定：複数の職員が複数の利用者に喀痰吸引等を実施する場合

○特 定：在宅の重度障害者に対する喀痰吸引等

のように、個別性の高い特定の対象者に対して特定の介護職員が喀痰吸引等を実施する

場合ということでよろしいか。

Ｑ１ お見込みのとおり

Ｑ２ 特別養護老人ホーム、老人保健施設等高齢者施設で従事する職員は不特定多数の者対

象の研修事業を受講するものであり、特定の者の研修事業の受講者には該当しないと考え

るが、いかがか。また、介護保険施設以外の介護保険サービスに従事する職員に関しては、

どのように考えればよいか。

Ａ２ そのとおり。特定の者対象の研修事業は、ＡＬＳ等の重度障害者について、利用者と

のコミュニケーションなど、利用者と介護職員等との個別的な関係性が重視されるケース

について対応をするものであり、事業として複数の利用者に複数の介護職員がケアを行う

ことが想定される高齢者の介護施設や居住系サービスについては、特定の者対象の研修事

業の対象としない予定。また、その他の居宅サービスについては、上記の趣旨を踏まえ、

ＡＬＳ等の重度障害者について、個別的な関係性を重視したケアを行う場合に、特定の者

対象の研修を実施していただきたい。

Ｑ３ どのような場合に「特定の者」研修を選択しうるか、適切な例をお示しいただきたい

Ａ３ 特定の者の研修事業は、ALS等の重度障害者について、利用者とのコミュニケーショ

ンなど、利用者と介護職員等との個別的な関係性が重視されるケースについて対応する

ものである。

以下に限定されるものではないが、具体的な障害等を例示するとすれば以下のような障

害等が考えられる。

〈障害名等の例〉

・筋萎縮性側索硬化症（ALS）又はこれに類似する神経・筋疾患

・筋ジストロフィー ・高位頸髄損傷

・遷延性意識障害 ・重症心身障害 等


